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小学校長会長連絡協議会を開催
令和₈年７月₉日（水）　KKRホテル東京

	 全体進行　髙山 庶務部長
Ⅰ　開　会	 八木 副会長
Ⅱ　会長あいさつ（要旨）	 代理 島宗 副会長
１　はじめに
松原会長の「一人で見る夢はただの夢で終わ
る。みんなで見る夢は現実になる」という力強
いメッセージを改めて皆さんと共有し、私たち
が心を一つにして歩む重要性を再確認したいと
思う。
昨今の文部科学省の動向に対し、全連小とし
ては現場の声をタイムリーに国へ届け、確かな
手応えを得ている。具体的には、中央教育審議
会教育課程特別部会での松原会長直々の働きか
けや、省庁へ要望書を提出するとともに要旨を
伝えてきた。私たちの声は着実に国へと届き、
新たな取組へとつながっている。
また、活発に展開されている各地の地区大会
では、大変有意義な学びがあった。四国大会の
ショートショート作家　田丸雅智氏の「答えは
相手の中にある。受けの良さならＡＩでいい。
あなたの空想が世界を変える」や、山梨大会の
日本パラ陸上競技連盟強化委員長　鈴木徹氏の
「組織トップの器までにしか到達しない。だか
らこそ校長は学び続けねばならない」という言
葉の通り、教育課題が多様化・複雑化する今だ
からこそ、私たち校長自身が先を見据え、不断
の自己研鑽を積むことが不可欠であると強く実
感している。
本日の会議では、標準授業時数の在り方や働
き方改革など、山積する重要課題について内容
の濃い協議を予定している。全国の英知と実践
を結集し、小学校教育の確かな未来を拓いてい

きたい。
₂　�国の動向等
6 月16日、中央教育

審議会教員養成部会教
職課程・免許・大学院
課程ワーキンググルー
プ「今後の教職課程や
教員免許制度の在り方
について（二次まとめ）」
が示された。多様な専門性を有する教職員の質
と量の確保のため、いくつかの方策を講ずるこ
との検討がなされているので、国の動向をしっ
かりとみていく。
Ⅲ　報　告　　　　　　	 司会　八木 副会長
１�　文教施策並びに予算に対する要望活動につ
いて	 飯塚 対策部長
7月 8日にに文部科学省、財務省、総務省へ

要望活動を行った。新たに文言を加えたり、言
及したりした主な要望事項は以下の通りである。
・�義務教育の質を高めるために、教育に係る費
用の増額措置
・�学校教育への信頼を一層高めるための教員の
確保及び資質・能力向上を図る施策
・�子どもと向き合う時間を確保、教員の定数改
善や人的措置、諸条件の整備
・�次期学習指導要領の改訂の趣旨を生かした全
面実施に向けた円滑な体制整備
・�安心して教育に専念するための安全対策や相
談体制の確立（不審者侵入を防ぐための施錠
や常勤の警備員配置、自治体間格差が生じな
いようなスクールロイヤーの配置促進など）
〔要望書全文は、本会ＨＰを参照〕
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₂　三地区対策・調研担当者連絡協議会につい
て	 飯塚 対策部長・髙瀬 調査研究部長
今年度は、10月19日に東京、10月29日に大阪、
10月30日に福岡の三地区で開催する。
対策部は、現在の学校現場が直面するという
観点から協議題を①業務量管理・健康確保措置
実施計画や学校と教師の業務の三分類を踏まえ
て、学校における働き方改革について②各地区
の教員不足の状況と、教員の量の確保と支援員
等の活用の取組についてとし、各地区の情報を
共有するとともに、学校における働き方改革や
効果的な取組等の課題について整理する。
調査研究部では、協議題を①教員の資質・向
上に向けた取組について②学習指導要領全面実
施 7年目に係る取組状況と課題及び次期学習指
導要領への取組についてとし、これからの学校
教育の在り方についての方向性を探る。
₃　第78回北海道大会について
	 山田 北海道事務局長
10月 1 、 2 日に開催する。大会まであと 3か
月となり、準備も大詰めを迎えている。分科会
・講演・教育視察（北海道ボールパークFビレ
ッジ・クボタアグリフロント）を組み合わせた
構成で準備が進められている。また、開会式、
文部科学省講話、全体会については動画配信さ
れる。
₄　第79回福島大会について
	 笠原 福島県会長
第79回福島大会は、令和 9年10月 7 、 8 日の
日程で、ビッグパレットふくしまを中心とした
4会場で開催する。副主題には「ふるさと・協
働」の文言を入れ、講演者は福島県出身のカル
ビー株式会社前会長　伊藤秀二氏を、教育視察
では福島第一原発等を 1泊 2日で予定している。
なお、原発視察は令和 9年度で最終となる。
₅　各部からの報告
⑴　対策部	 飯塚 対策部長
4つの委員会を設置し、活動に必要な基礎デ

ータの収集・分析を行っている。現在調整中の
調査問題は今月末に配付予定であり、各都道府
県には調査協力をお願いしたい。
⑵　調査研究部	 髙瀬 調査研究部長

6つの委員会で調査内容を検討しているので、
調査協力をお願いしたい。調査研究活動の今後
の方向性としては、今まで積み重ねてきた調査
を精選しながら、次期学習指導要領改訂を見据
え、継続する項目と新たに調査する内容を検討
する。また、令和 9年度より全国学力学習状況
調査へのＣＢＴ方式導入やＩＲＴ（項目反応理
論）活用についても、ＩＣＴ活用に関する現場
の課題を踏まえ、これからの学校の在り方や方
向性を示すための資料を作成していく。
⑶　広報部	 荻久保 広報部長
広報活動の現況として、教育研究シリーズ第
65集への原稿依頼や、「機関誌小学校時報」の
今後の企画方針を進めている。学校に掲載依頼
があった際にも、快く引き受けて執筆いただけ
るよう、各県会長の皆様からも温かい後押しと
アドバイスをお願いする。速報後、ホームペー
ジで随時公開していくので、各県での研修等に
広く活用していただきたい。
⑷　庶務部	 髙山 庶務部長
連絡事項は特にない。
⑸　会計部	 室伏 会計部長
本年度予算の執行状況並びに負担金・基金の
納入状況と報告。第78回北海道大会・各地区大
会への補助金を近々振込む予定である。
₆　被災県から（福島県）	 笠原 福島県会長
震災・原発の複合災害から15年が経過した。
学校が地域コミュニティの核として機能する事
例が増える一方、小規模化や教員不足が課題で
ある。人事システム上の理由から人事の回転が
速く、ミドルリーダーの育成も容易ではない。
風化防止や放射線教育を進めるなど、風評被害
を含めて福島の課題は現在進行形であることを
知っておいていただきたい。
9月16、17日に開催される原発被災地視察懇

談会へ全国から参加をお願いしたい。なお、こ
ちらも今年度の実施が最終となる。
₇　全連小出版書籍について	 荻久保 広報部長
本会機関誌である「小学校時報」や毎年発行
する「教育研究シリーズ」、隔年発行の「全国
特色ある研究校便覧」など、全連小刊行物の購
読を引き続きお願いする。
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₈　その他	 小泉 事務局長
　・第78回総会講演動画再配信に関する件
　・日本教育会からの資料配布に関する件
　・北海道大会に向けた準備に関する件
Ⅳ　報　告
「道徳教育に関するアンケート」について
	 全国連合小学校長会　顧問　植村 洋司 氏
₁　はじめに
本調査は、学習指導
要領改訂期を見据え、
小学校長の道徳教育に
関する現状認識や課題
意識を明らかにするこ
とを目的として行った。
回答者の内訳は初期層
（ 1～ 3年）約 5割、
中堅層（ 4～ 6年）約 3割、ベテラン層（ 7年
以上）約 2 割であり、3,000名を超える全国の
小学校長から回答をいただいた。
₂　調査結果について
学校経営上最も重視している事項として「全
教育活動を通じた道徳教育の推進」が挙げられ
ているが、「教育課題が多岐にわたり、他の課
題対応に時間を取られること」として不登校や
いじめ、保護者対応など様々な課題により、約
半数が十分でないと認識していた。
経験年数が増すにつれて、授業時数の確保や
評価方法の工夫から授業づくり、指導計画、家
庭・地域との連携や推進体制の整備など、視点
が個別具体から学校全体や社会との関わりへと
広がっていることが示唆された。
校長として大切に取り組みたい課題として、
「自尊感情」「いじめ問題」「情報モラル」「親
切・思いやり」「生命の尊さ」が重視されてい
た。
研究の成果として、道徳教育に関する現状認
識と課題意識、校長経験年数による意識の変化
が明らかになった。
今後は、本来目指すべき道徳教育の在り方に
ついて更に検討を深める必要がある。

Ⅴ　講演（要旨）
「『子どもの権利』について考えよう
　～子どもたちの健やかな成長と
　　　　　　ウェルビーイングのために～」
	 日本ユニセフ協会　学校事業部兼広報・

アドボカシー推進室コンサルタント
	 池田 礼子 氏
ユニセフの支援活動
は、単に世界の子ども
たちの命を救うためだ
けではなく、「全ての
子どもの権利を実現す
ること」を目的として
いる。
₁　子どもの権利とは
「子どもの権利」とは「子どもが元気に育つ
ために必要なもの」として考えることが重要で
ある。食料や安全な住居、医療、水と衛生設備
といった生存に必要なものだけでなく、家族や
地域の愛情、教育を受ける機会、休息や遊び、
更に自分の意見を聴いてもらうことなども、子
どもの健やかな成長には欠かせない。こうした
子どもの尊厳を守り、心身の成長を支えるため
に必要なものを総称して「子どもの権利」と呼
んでいる。
₂　子どもの権利条約について
「子どもの権利」の基盤となるのが、1989年
に国連で採択された「子どもの権利条約」であ
る。条約では18歳未満を子どもと定義し、子ど
もを保護される存在であるだけでなく、「権利
の主体」として位置付けていることが大きな特
徴である。現在では世界で最も広く受け入れら
れている人権条約となっている。
条約に定められた主な権利は、差別の禁止、
子どもにとって最善の利益の確保、生きる権利
・育つ権利、名前や国籍をもつ権利、意見表明
権、表現の自由、プライバシーの保護、適切な
情報を得る権利、あらゆる暴力からの保護、障
がいのある子どもの権利、教育を受ける権利、
休息や遊びの権利などである。
₃　子どもの権利条約の「₄つの原則」
子どもの権利を考える際の基本となる「 4つ
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の一般原則」として、①差別の禁止、②子ども
の最善の利益、③生命・生存・発達の保障、④
子どもの意見の尊重、が挙げられる。これらは
全ての権利の基盤となる考え方であり、学校教
育や家庭、社会のあらゆる場面で常に意識する
ことが重要である。また、人権は生まれながら
に誰もがもつものであり、条件付きで与えられ
るものではない。全ての権利は同じ価値をもち、
優劣はない。
₄　「子どもの権利」の相互理解
子どもの権利を実現するためには、国や社会、
大人が子どもの権利を理解し守ることと子ども
自身が自分の権利を学び理解することの両方が
必要である。
子どもが権利を理解すると同時に、大人や社
会がその権利を保障する責任を果たすことで、
初めて子どもの成長を支える環境が成立する。
₅　子どもと教師の認識の差
全国約80校・ 1万人以上を対象とした「子ど
もの権利」学校アンケートの結果より、子ども
たちは「心の健康」や「安心な環境」において
教師より低い評価をしている傾向がみられた。
困ったときに相談できる大人の存在や、いじめ
への対応について、教師側と子ども側で認識の
差があることが明らかとなり、学校が子どもの
声をより丁寧に聴く必要性が浮き彫りとなった。
子どもたちが条約の内容を学び、自分たちで
大切にしたい権利を選びながら学級目標を作成
する取組として、「子どもの権利を大切にする
学級目標づくり」が具体的な実践例として挙げ
られた。子どもたちの相互理解や思いやりが深
まり、多様性を認め合う学級づくりにつながっ
た他、教師自身も教育活動の新たな視点を得ら
れている。
₆　最後に
子ども一人一人の可能性を伸ばし、誰一人取
り残さない持続可能な社会を実現するために、
学校が子どもの権利を基盤とした教育を進めて
いくことが重要である。
Ⅵ　情報交換（グループ協議）
	 進行　飯塚 対策部長
「業務量管理・健康確保措置実施計画の策定

・取組」について、８グループに分かれ協議し、
以下の報告を行った。
多くの自治体で業務量管理・健康確保措置実
施計画が策定され運用が始まっている一方、具
体的な実践や成果はこれからという段階である
ことが共有された。
取組事例として、「学校と教師の業務の三分
類」を踏まえた地域人材の活用、会計年度任用
職員やスクール・サポート・スタッフの配置、
校内教育支援センター支援員の活用などが挙げ
られる。また、県内統一の校務支援システムの
導入により、教職員の異動時の負担軽減を図っ
ている自治体もあった。さらに、スクールロイ
ヤーの配置、水泳授業の民間委託、保護者への
情報配信アプリの活用、学校閉庁日の拡充など、
業務負担軽減に向けた工夫が紹介された。
保護者対応では、不当要求対応マニュアルの
整備や電話録音機能の導入により、トラブルや
苦情対応の抑制につながっている事例も報告さ
れた。また、教育委員会が「学校と教師の業務
の三分類」や働き方改革の趣旨を保護者や地域
へ直接発信することで、学校現場の理解促進に
つながったとの声も寄せられた。
一方で、最大の課題として人材不足が挙げら
れた。制度や計画は整備されても、それを支え
る人材の確保・育成が十分ではなく、地域や保
護者への理解もまだ浸透していない現状が共有
された。働き方改革を着実に進めるためには、
教職員定数の改善や支援スタッフの充実、教育
委員会による積極的な周知と支援が重要である
との認識で一致した。

Ⅶ　閉　会	 島宗 副会長


